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  公益財団法人日本中学校体育連盟 

第５回運動部活動の地域移行に関する検討会議での発表内容 

Ⅰ 日本中体連・都道府県中体連それぞれの目的、活動 

  定款第２章 目的及び事業 

第３条  この法人は、全国中学校生徒の健全な心身の育成、体力の増強及び体育・ 

スポーツ活動の振興を図り、もって中学校教育の充実と発展に寄与すること

を目的とする。

第４条 この法人は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１）全国的な中学校体育大会の開催

（２）中学校体育に関する調査研究

（３）～（５）省略

  この、定款の文言の変更はないが、第３条にある「全国中学校生徒」を「全国すべての中学 

生」と読み替えての活動を推進する。 

  各都道府県中学校体育連盟においては、その趣旨について丁寧に説明をし、主催大会の開催

について周知と協力を依頼する。 

Ⅱ 中体連主催の大会（全中、各都道府県中体連等主催の大会）の在り方、競技団体等との連携

や役割分担 

  １ 中学校体育連盟主催の大会を取り巻く課題 

(1) 現代の避けられない課題

① 少子化（中学生数１９９８年（平成１０年）４３９１千人→２０３１年（令和１３年） 

２９０３千人 66.1％に減少） 

ア 学校部活動数の維持に伴う部員数の減少

イ 教職員定数の減少に伴う部活動顧問数の減少

② 気候変動（１.２６℃/１００年→３０年で０.４２℃上昇、２０１９・２０２０は

特に上昇） 

ア 暑熱対策の負担増加（冷房費、用具用品、人員配置、競技時間帯、施設等）

イ 集中豪雨大型台風等への対策増加（安全な大会運営の準備、判断、情報伝達）

ウ 大会会期、時期への影響

③ 働き方改革（残業８０時間以上６４.３%）

ア 運動部活動ガイドライン（健康や生活時間の確保）

イ 大会役員服務の曖昧さ

ウ 専門部（委員長等役員）業務の増加（部活動指導以外の業務）

エ 駅伝、冬季大会指導引率業務

オ 部活動指導外部化の連絡調整、複数指導の課題解決時間

(2) 教育活動の一環としての部活動の大会の課題

① 学校教育活動の範囲を越える傾向のある大会

課題１ 学校外で活動する生徒の大会参加引率

課題２ 勝利至上主義（勝つこと以外の良さを忘れた指導）傾向のあるトーナメン

ト大会

生徒 → スポーツ障害、バーンアウト、人権侵害
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顧問 → 過度な生徒保護者の依頼対応、暴言・体罰の助長 

（母集団の不平等）合同チーム、拠点校チーム 

課題３ 活動時間・内容の増加（ガイドライン以上の活動、競技力向上強化事業） 

課題４ 大会運営レベルの高度化（高度な競技団体資格が必要） 

②「児童生徒の運動競技について（基準）」H13 通知から見た大会

ア 「都道府県内における開催・参加を基本とする」都道府県内の大会以上のもの

を求める傾向がある。 

イ 「地方ブロック大会及び全国大会については、学校運営や生徒のバランスある

生活に配慮する観点から、」学校運営に影響がある場面が見られる。新型コロナ 

ウイルス対応における他団体との相違、教職員の引率業務による学校不在。

ウ 「各競技につき、それぞれ年間 1回程度とする」ブロックや全国大会出場優勝

を目標設定とするために時間的な負担が生徒・教職員にかかる傾向がある。 

(3) 全国大会実施上の課題（開催ローテーション 5 巡目実施実績）

① 経費負担

ア 負担金と参加料等で実施できない大会

② 大会役員確保負担

ア 開催県での大会運営の困難（専門家不在、8 年に 1回等）

イ 夏季休業の短縮、教職員の勤務服務の曖昧さ

③ 競技運営（審判、競技、総務、医療、災害）負担

ア 全国競技団体との連絡調整（ルール、競技運営）

イ 報道、広報への対応

ウ 熱中症（観客を含む）等の緊急事態対応対策

２ 上記の課題解決を図り、望ましい運動部活動の実践とふさわしい大会の実現を協議する 

  場として、「全国大会組織の在り方改革プロジェクト」を立ち上げ、検討を進めている。 

「全国大会組織在り方改革プロジェクト」 

１ 目的 

現代的な課題（少子化、気候変動、働き方改革等）、全国大会開催の歴史、長年の課題を 

ふまえ、教育活動の一環としての部活動の大会である全国大会及び組織の在り方を検討す 

る。 

２ 内容 

(1) 令和 9年度 6巡目開催からの全国中学校体育大会の在り方の検討

(2) 日本中学校体育連盟組織の在り方の検討

  ３ 期間 

令和３年度～５年度（各年度３回の会議を実施） 

令和５年度末にプロジェクト会議提言を公表、６年度に９年度からの改革案を公表 

４ 令和３年度プロジェクト会議内容 

(1) 第 1 回プロジェクト会議

①プロジェクト趣旨説明

②全国大会における課題の確認

③全国大会組織の在り方の具体的内容の確認

④議論に向けた各調査

(2) 第 2 回プロジェクト会議

①資料説明・課題の共有

②教員による部活動の大会としての全国大会の在り方意見交換

③持続可能性実現のための検討・方向性



(3) 第 3 回プロジェクト会議 

①資料説明 

②各プロジェクト委員の資料説明 

③全国中学校体育大会の在り方について意見交換 

④部活動の地域移行問題 

 ３「競技団体との連携」 

競技団体とは、５月の五者会議にて、５年度からの全国中学校体育大会参加資格の緩和に 

  ついて理解と協力を求めていく。大会の在り方等については、競技団体連絡会において、将 

来的に運動部活動や競技に関わる教員が減少すると予測できることから、全国中学校体育大 

会は段階的に縮減・削減の方向であることの理解と協力を求めていく。 

 

Ⅲ 中体連主催の大会の参加資格（今後のスケジュール、具体的な作業課題、課題対処の方法、

各都道府県中体連への周知・働きかけ等） 

 １ 全国中学校体育大会の参加資格の緩和に伴う参加条件等については、全国中学校体育大会 

運営の基本と大会開催基準にある「参加資格の特例」の部分に新たに「地域スポーツ団体等 

に所属する中学生」の項目を加える。 

「参加資格の特例」（案） 

 (3) 地域スポーツ団体等に所属する中学生 

  1) 地域スポーツ団体等に在籍し、都道府県中学校体育連盟及びブロック中学校体育連 

盟の予選会に参加を認められた生徒であること。 

    2) 地域スポーツ団体等は以下の条件を具備すること。 

    ① 全国大会の参加を認める条件 

         ア  (公財)日本中学校体育連盟の目的及び永年にわたる活動を理解し、それを尊 

重すること。 

     イ 生徒の年令及び修業年限が我が国の中学校と一致している。（中学校に在籍 

している中学生であること） 

      ウ 地域スポーツ団体等にあっては、日常継続的に代表者の指導のもとに、適切 

に行われていること。 

     エ 都道府県中学校体育連盟に加盟していること（ただし、生徒本人から加盟費 

を徴収している道府県は除く）。 

     オ 国の「運動部活動の総合的なガイドライン」を遵守していること。 

     カ  都道府県大会・群市町村大会において、相互審判など運営上必要な事項に協 

力すること。 

     キ 地域スポーツ団体で大会に参加した場合、在籍中学校での大会参加は認めな 

い。その逆も同様である。 

    ② 全国大会に参加した場合に守るべき条件 

     ア 全国大会開催基準を守り、出場する競技種目の大会申し合わせ事項等に従う 

とともに、大会の円滑な運営に協力すること。 

     イ 全国大会参加に際して、地域スポーツ団体等においては、責任ある代表者が 

生徒を引率すること（引率細則は適用する）。また、万一の事故発生に備え、 

傷害保険等に加入するなどして、万全の事故対策を立てておくこと。 

     ウ 大会開催に要する経費については、必要に応じて、応分の負担をすること。 

 

 

上記は原案であり、現在各都道府県中学校体育連盟からの見解、条件を集約している。 

 



２ 現在及び今後のスケジュール・具体的な作業課題・課題対処の方法、各都道府県中体連 

   への周知・働きかけ等 

 ３月中旬～４月中旬 各都道府県中学校体育連盟より大会参加資格条件等の提示 

 ４月中旬 全国中学校体育大会開催基準参加の特例改定原案作成 

 ５月１２日・１３日 常務理事会・理事会（原案提出・審議・議決） 

 ６月２日 評議員会において周知 

 ６月３日 理事会審議 

 ６月９日 全国中学校体育大会運営の基本と大会開催基準改定参加の特例文書発出 

 

Ⅳ 中体連主催の大会への引率や運営体制 

  全国中学校体育大会における現行の引率規定では、個人種目に限って外部指導者の引率を認 

めている。５年度の大会からその外部指導者に監督の資格を与える方向で調整している。団体 

競技の外部指導員の引率については４年度に協議を開始する。全国中学校体育大会の引率規定 

が緩和されたとしても、２６道府県において、全国中学校体育大会の引率で個人種目における 

外部指導者の引率を認めていない実態がある。それぞれの各教育委員会等と早急に引率規定に 

ついて協議しておく必要がある。また、本連盟からスポーツ庁に対して、２６道府県の引率規 

定について検討を要請することが必要ではないかと考える。 




